
医療法人好縁会

要介護度 介護１ 介護２ 介護３ 介護４ 介護５ 要支援２ 要支援１ 自立

月
額
利
用
料

家　賃

①タイプ居室(30室)　58,000円　・　②タイプ居室(26室)　61,000円　・　③タイプ居室(6室)　62,000円　

共益費 17,850 17,850 17,850 17,850 17,850 17,850 17,850 17,850

食　費 54,300 54,300 54,300 54,300 54,300 54,300 54,300 54,300

水道光熱費 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000 27,000

※生活サービス費 36,600 36,600 36,600 36,600 36,600 36,600 36,600 36,600

計（円） 193,750～197,750

割引き -20,000 -20,000 -20,000 -20,000 -20,000 -10,000 0 0

合計（円） 173,750～177,750 167,150～197,750
特定施設入居者生活介護に係る利用者負担額（１割負担の場合）…※注１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位） (単位）※1単位…10.14円

要介護度 介護１ 介護２ 介護３ 介護４ 介護５ 要支援２ 要支援１ 自立

国が定める特定施設
入居者生活介護費

１日 538 604 674 738 807 311 182
1ヶ月(30日) 16,140 18,120 20,220 22,140 24,210 9,330 5,460

加算(1ヶ月30日）①
医療機関連携加算：月80単位、夜間看護体制加算：月300単位（要支援は算定なし）、サービス提供体制強化加算：月180単位
生活機能向上連携加算（Ⅱ）：月200単位、口腔衛生管理体制加算：月30単位、科学的介護推進体制加算：月40単位

※看取り介護加算は該当する日付のみ適用 ※看取り介護加算：死亡日以前4～30日144単位／日　死亡日前日及び前々日680単位／日　死亡日1,280単位／日

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1,388 1,551 1,723 1,880 2,050 806 488

※所定単位数に8.2％を乗じた単位数で算定

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
※月の総単位数の1.2％

203 227 252 275 300 118 71

介護職員等ベースアップ等支援加算
※月の総単位数の1.5％ 254 284 315 344 375 147 89

※地域加算 ※東広島市では地域加算として 1.4％を乗じた金額となります

18,775 20,972 23,300 25,429 27,725 10,891 6,598 （円）

入居者生活介護費（加算を含）（ 30日） 19,037 21,265 23,626 25,785 28,113 11,042 6,690 
月額利用料＋入居者生活介護費 192,787～196,787 195,015～199,015 197,376～201,376 199,535～203,535 201,863～205,863 178,192～208,792 173,840～204,440 197,750

16930 18910 21010 22930 25000 9830 5950
■要介護１～要介護５の方までご入居できます。自立・要支援の方は要相談となります。

■月額利用料等は、人件費、物価及び公共料金の変動等を勘案し改定することがあります。

■共益費とは、事務管理部門の人件費・事務費、共用施設等の維持管理費を含みます。

■水道光熱費とは、入居者等が居室で使用する水道、一般家電製品（エアコン、テレビ、冷蔵庫、電子レンジ、暖房器具など）の電気の使用料及びガス及びこれらに類する公共料金とします。（但し、一般家電製品以外の特殊な機器をご利用の際は、電気代が実費必要となります。）

■生活サービスとは、人員配置が介護保険の基準（要介護者３人に対し、週40時間換算で１名）を超え、手厚い介護サービスをする費用即ち、要介護者５人に対し、週40時間換算で２名以上の職員を配置するための費用及び各種相談、余暇活動サービスに要する費用に充当します。

■要介護度の状態に応じた介護保険サービスにより、生活サービスの一部が補完されることから、介護計画の内容に基づいて、生活サービス費から20,000円の割引を行います。

■医療費（往診、受診、薬代）おむつ代、嗜好品等の生活にかかる費用は実費となります。

※注１）　特定施設入居者生活介護に係る利用者負担額は、１割負担の場合を表示しています。国が定める介護報酬の告示上の額とし、そのサービスが法定代理受領サービスであるときは、利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとします。尚、契約期間中に報酬単価が
改定された場合には、改定後の金額を適用します。

令和6年1月更新


